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新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

ま
ん
延
に
よ
り
、
地
域
経
済
に
も
大

き
な
影
響
が
及
び
、
地
方
財
政
は
来

年
度
に
お
い
て
も
、
引
き
続
き
、
巨

額
の
財
源
不
足
が
避
け
ら
れ
な
い
厳

し
い
状
況
に
直
面
し
て
い
る
。

　

そ
の
上
で
▼
令
和
４
年
度
以
降
３

年
間
の
地
方
一
般
財
源
総
額
は
「
経

済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針

２
０
２
１
」
で
、
令
和
３
年
度
地
方

財
政
計
画
の
水
準
を
下
回
ら
な
い
よ

う
実
質
的
に
同
水
準
を
確
保
す
る
と

さ
れ
て
い
る
が
、
急
速
な
高
齢
化
に

伴
い
社
会
保
障
関
係
経
費
が
毎
年
度

増
大
し
て
い
る
現
状
を
踏
ま
え
、
他

の
地
方
歳
出
に
不
合
理
な
し
わ
寄
せ

が
な
さ
れ
な
い
よ
う
十
分
な
総
額
を

確
保
す
る
こ
と
。

　

▼
固
定
資
産
税
は
、
市
町
村
の
極

め
て
重
要
な
基
幹
税
で
あ
り
、
制
度

の
根
幹
を
揺
る
が
す
見
直
し
は
家

屋
・
償
却
資
産
を
含
め
、
断
じ
て
行

わ
な
い
こ
と
。
生
産
性
革
命
の
実
現

や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊

急
経
済
対
策
と
し
て
講
じ
た
措
置

は
、
本
来
国
庫
補
助
金
な
ど
に
よ
り

国
の
責
任
に
お
い
て
対
応
す
べ
き
も

の
で
あ
る
。
よ
っ
て
、
現
行
の
特
例

措
置
は
今
回
限
り
と
し
、
期
限
の
到

来
を
も
っ
て
確
実
に
終
了
す
る
こ

と
。

　

▼
令
和
３
年
度
税
制
改
正
に
お
い

て
土
地
に
係
る
固
定
資
産
税
に
つ

い
て
講
じ
た
課
税
標
準
額
を
令
和
２

年
度
と
同
額
と
す
る
負
担
調
整
措
置

は
、令
和
３
年
度
限
り
と
す
る
こ
と
。

　

▼
令
和
３
年
度
税
制
改
正
に
よ
り

講
じ
ら
れ
た
自
動
車
税
・
軽
自
動
車

税
の
環
境
性
能
割
の
臨
時
的
軽
減
の

延
長
に
つ
い
て
、
更
な
る
延
長
は
断

じ
て
行
わ
な
い
こ
と
。

　

▼
炭
素
に
係
る
税
を
創
設
又
は
拡

充
す
る
場
合
は
、
そ
の
一
部
を
地
方

税
又
は
地
方
譲
与
税
と
し
て
地
方
に

税
源
配
分
す
る
こ
と
。　

　
　
　
　
　
　
　
（
担
当
・
蒲
生
哲
）

　

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
厳
し
い
財
政
状
況
に
対
処
し
地
方
税
財
源
の

充
実
を
求
め
る
意
見
書
（
提
出
者
・
総
務
常
任
委
員
会
）
を
内
閣

総
理
大
臣
や
所
管
大
臣
ら
に
提
出
す
る
こ
と
に
し
ま
し
た
。
そ
の

内
容
を
紹
介
し
ま
す
。

国
に
意
見
書
提
出
へ

　　　　　　  請願第２号「更なる少人数学級の実現に伴う教職員定数改善と義務教育費国庫負担率の引上げを
　　　　　　図るための2022年度政府予算に係る意見書の提出について」は、教育民生常任委員会に付託し、
審査を経て９月22日の本会議に諮りました。採決の結果、賛成少数で不採択となりました。　
　また、「教職員定数改善と義務教育費国庫負担率の引上げを図るための2022年度政府予算に係る意見書」の
提出発議案（提出者・教育民生常任委員会）は、賛成少数で否決しました。　　　　　　　　（担当・伊勢純）

　　　　　　　　請願の趣旨

⑴中学校での35人学級を早急に実施すること。
また、更なる少人数学級について検討すること。
⑵学校の働き方改革・長時間労働是正を実現す
るため、計画的な教職員定数改善を推進するこ
と。また、自治体が「学級編制基準の弾力的運
用」の実施ができるよう加配の削減は行わない
こと。
⑶教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、
地方財政を確保した上で義務教育費国庫負担制
度の負担割合を引き上げること。

 結　果

不採択

請願審査

　　　　　　　　請　　願

【請願第2号】
更なる少人数学級の実現に伴う教職員定数
改善と義務教育費国庫負担率の引上げを図
るための2022年度政府予算に係る意見書
の提出について

討論＝反対　　木　村　　　聡
　国においても新しい教育環境充実のため各施策の検討が既になさ
れていること。国の次年度概算要求においても予算計上されており、
かつ次年度予算への計上を要求することは時期を逸していること。
平成17年に地方側からの要請で義務教育費国庫負担比率を下げ、そ
のための国から地方への財源委譲も実施した上で、教育における地
方分権を行おうとした過去の政策判断と逆行するものであること。
以上３点から反対いたします。

討論＝賛成　　伊　勢　　　純
　請願者が求めているのは、中学校でも35人学級、あるいはもっ
と小規模な学級編成の早期実現です。また、教員の人数を増やし、
子どもたちに向き合う時間の確保、自治体ごとに学級編成を柔軟に
実現する加配を減らさないこと、義務教育の国庫負担割合の引上げ
を求めています。本年３月には、参議院本会議で小学校の35人学級
を実現する改正義務教育標準法が可決成立しました。子どもたちや
保護者、教員の願いに応えるために賛成します。

※｢○｣は賛成、｢×｣は反対、｢議｣は議長のため、採否に参加せず。
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×　〇　〇　×　〇　×　×　×　×　〇　×　〇　×　×　×　×　×　議請願第２号に係る
意見書の提出発議

  請願第２号 　×　〇　〇　×　〇　×　×　×　〇　〇　×　〇　〇　〇　×　×　×　議

　

産
業
建
設
常
任
委
員
会
（
鵜
浦

昌
也
委
員
長
、委
員
６
人
）は
９
月

16
日
、
市
役
所
で
市
担
当
者
か
ら

本
市
地
域
経
済
循
環
に
係
る
調
査

実
施
報
告
書
に
つ
い
て
説
明
を
聞

く
所
管
事
務
調
査
を
行
い
ま
し
た
。

　

委
員
６
人
が
出
席
し
、
市
商
政

課
の
木
全
洋
一
郎
課
長
と
小
澤
巧

主
任
か
ら
話
を
聞
き
ま
し
た
。

　

木
全
課
長
は
、
現
在
の
本
市
の

状
況
に
つ
い
て
、
復
興
事
業
の
収

束
に
伴
っ
て
地
域
経
済
が
縮
小
し

て
い
る
こ
と
を
指
摘
。
建
設
業
以

外
の
産
業
に
も
影
響
し
、
雇
用
や

所
得
の
減
少
に
よ
っ
て
市
民
の
転

出
が
進
み
、
人
口
が
減
少
し
て
消

費
力
が
低
下
し
て
い
る
こ
と
を
解

説
し
ま
し
た
。

　

そ
の
対
策
の
一
環
と
し
て
、
こ

れ
ま
で
以
上
に
地
産
地
消
な
ど
を

進
め
て
い
く
ほ
か
、関
係
人
口（
思

民
）
に
も
市
内
産
品
を
売
り
込
む

な
ど
、
身
の
丈
に
合
っ
た
地
域
経

済
を
循
環
さ
せ
て
い
く
こ
と
の
必

要
性
に
つ
い
て
強
調
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
市
民
が
地
元
産
の
野
菜

や
米
、
魚
介
類
を
ど
れ
ほ
ど
購
入

し
て
い
る
か
を
調
べ
た
デ
ー
タ
を

提
示
。
そ
の
上
で
、「
飲
食
や
宿

泊
事
業
を
対
象
と
し
た
農
水
産
品

の
地
産
地
消
」「
産
直
な
ど
と
連

携
し
た
地
場
産
品
の
購
入
」「
若

年
層
や
子
育
て
世
帯
を
対
象
と
し

た
地
産
地
消
の
理
解
」
の
促
進
を

今
後
の
戦
略
と
し
て
掲
げ
て
い
る

と
の
こ
と
で
し
た
。

　

コ
ロ
ナ
禍
に
あ
る
中
で
、
今
後

も
本
市
の
産
業
を
守
っ
て
い
く
た

め
に
も
、
地
産
地
消
の
大
切
さ
を

改
め
て
実
感
し
た
も
の
と
な
り
ま

し
た
。

常
任
委
員
会
所
管
事
務
調
査

常
任
委
員
会
所
管
事
務
調
査

常
任
委
員
会
所
管
事
務
調
査

全
員
協
議
会

７
月
21
日

〇
令
和
３
年
度
岩
手
県
に
対
す
る

要
望
の
実
施

　

▼
要
望
項
目
は
次
の
と
お
り
。

　

①
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

　

症
拡
大
に
係
る
地
域
経
済
対
策

　

の
拡
充

　

②
主
要
幹
線
道
路
等
の
整
備
促

　

進

　

③
河
川
改
修
等

　

④
県
営
復
興
祈
念
公
園
の
整
備

　

促
進
お
よ
び
三
陸
沿
岸
地
域
の

　

観
光
振
興

　

⑤
陸
前
高
田
オ
ー
ト
キ
ャ
ン
プ

　

場
モ
ビ
リ
ア
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル

　

整
備

　

⑥
鳥
獣
被
害
対
策
の
強
化

　

⑦
家
畜
診
療
に
関
す
る
獣
医
療

　

過
疎
地
域
に
お
け
る
獣
医
療
提

　

供
体
制
の
維
持
お
よ
び
獣
医
師

　

偏
在
の
解
消

　

⑧
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力

　

発
電
所
に
お
け
る
放
射
性
物
質

　

ト
リ
チ
ウ
ム
を
含
む
ア
ル
プ
ス

　

処
理
水
の
海
洋
放
出

　

⑨
海
況
変
化
等
に
よ
る
主
力
魚

　

種
の
不
漁
、
並
び
に
、
貝
毒
発

　

生
の
原
因
究
明
と
抜
本
的
対
策

　

⑩
持
続
可
能
な
地
域
公
共
交
通

　

の
構
築

　

⑪
子
ど
も
の
医
療
費
助
成
事
業

　

の
拡
大

　

⑫
地
域
医
療
の
充
実
・
確
保

　

⑬
水
門
・
陸
閘
の
維
持
保
守
費

　

用
の
財
政
支
援

　

⑭
竹
駒
町
地
内
に
お
け
る
治
山

　

事
業
の
実
施

　

⑮
高
田
海
岸
沖
へ
流
出
し
た
消

　

波
ブ
ロ
ッ
ク
の
撤
去

　

⑯
国
際
リ
ニ
ア
コ
ラ
イ
ダ
ー
の

　

誘
致
実
現

　

⑰
被
災
児
童
生
徒
の
学
習
支
援

　

お
よ
び
心
の
ケ
ア

　

⑱
東
日
本
大
震
災
被
災
文
化
財

　

修
復
に
係
る
財
政
支
援

全
員
協
議
会

　
　

令
和
３
年
７
月
以
降
に
開
催
し
た
全
員
協
議
会
の
当
局
案
件

を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

産
業
建
設

○
高
田
米
崎
間
道
路
の
全
線
供
用

開
始

○
追
悼
施
設
等
の
整
備

　

▼
東
日
本
大
震
災
で
犠
牲
に
な

ら
れ
た
方
々
の
追
悼
と
鎮
魂
、
震

災
の
記
憶
と
教
訓
の
継
承
を
目
的

に
、
刻
銘
板
の
整
備
と
併
せ
、
追

悼
施
設
等
を
整
備
す
る
。

○
旧
吉
田
家
住
宅
主
屋
復
旧
事
業

　

▼
復
旧
予
定
地　

気
仙
町
地
内

 

・
建
物
概
要

　

ア　

建
築
構
造　

木
造
二
階
建

　

イ　

屋
根
構
造　

か
や
ぶ
き
、

　
　

和
瓦
ぶ
き

　

ウ　

延
床
面
積　

３
１
７
・
64

　
　

平
方
㍍

 

・
公
開
開
始　

令
和
７
年
５
月

８
月
20
日

○
陸
前
高
田
市
過
疎
地
域
持
続
的

発
展
計
画
の
策
定

９
月
22
日

○
陸
前
高
田
市
男
女
共
同
参
画
計

画
の
策
定

　
　
　
　
（
担
当
・
佐
々
木
一
義
）


